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エリア 補助金名称 申請受付期間 補助対象内容 補助率・上限額 対象者

国

既存住宅の
断熱リフォーム支援事業
＜トータル断熱＞

令和7年8月8日まで

＜トータル断熱＞
●LED照明（共用部）集合住宅（全
体）。
●LED照明の購入経費及び設置に
必要な工事に要する経費。

●本事業における集合住宅(全体)の
断熱改修と同時に、居住する建物に
付属している廊下・階段等（共用部）
の蛍光灯などLED照明以外から
LED照明へ変更する場合のみLED
照明器具が補助対象。

集合住宅（全体）

【補助率】
１カ所あたり見積書の金額と
24,000円のいずれか低い
額の1/3

【上限額】
(A)×(B)-(C)＝LED照明の
上限額。但し、1カ所あたり
8,000円。

補助対象戸数…(A)、補助金
上限額15万円/戸(玄関ドア
も改修する場合は20万円/
戸)…(B)
高性能建材(窓・玄関ドア)に
よる補助金…(C) 

管理組合等の代表者、改修戸数は
全戸、改修箇所は住戸の共用部

国
既存住宅の
断熱リフォーム支援事業
＜居間だけ断熱＞

令和7年8月8日まで

＜居間だけ断熱＞
●LED照明（共用部）集合住宅（全
体）。
●LED照明の購入経費及び設置に
必要な工事に要する経費。

●本事業における集合住宅(全体)の
断熱改修と同時に、居住する建物に
付属している廊下・階段等（共用部）
の蛍光灯などLED照明以外から
LED照明へ変更する場合のみLED
照明器具が補助対象。

集合住宅（全体）

【補助率】
１カ所あたり見積書の金額と
24,000円のいずれか低い
額の1/3

【上限額】
(A)×(B)-(C)＝LED照明の
上限額。但し、1カ所あたり
8,000円。

補助対象戸数…(A)、補助金
上限額15万円/戸(玄関ドア
も改修する場合は20万円/
戸)…(B)
高性能建材(窓・玄関ドア)に
よる補助金…(C) 

管理組合等の代表者、改修戸数は
全戸、改修箇所は住戸の共用部

東京都
練馬区

令和7年度
練馬区カーボン
ニュートラル化設備設置等
補助金

令和8年3月31日まで LED照明

（1）と（2）のうち低い額

【補助率】補助対象経費の1/2

【上限額】（1）49戸以下:25万
円（2）50戸～99戸:50万円
（3）100戸以上:75万円

管理組合

東京都
千代田区

令和7年度
千代田区
省エネルギー改修等
助成制度

令和8年2月13日まで マンション共用部：LED照明

【補助率】
対象経費の50％

【上限合計額】
総戸数：100戸まで：250万
円、101から200戸まで：
500万円、201戸から：750
万円

区内の既存マンションの
管理者または管理組合等

東京都
葛飾区

令和7年度
《集合住宅用》
かつしかエコ助成金

令和8年3月31日まで
LED照明機器/非常灯機器
（常時点灯型に限る）、
LED 誘導灯器具

【助成率】
助成対象経費の1/2

【限度額】50万円

区内に集合住宅を所有または所
有を予定する中小企業者等（中小
企業者、中小企業等共同組合、社
会福祉法人、学校法人、医療法人、
宗教法人等） ＊個人事業者も含む。

省エネ・脱炭素 関連補助金省エネ・脱炭素 関連補助金

蛍光灯器具、白熱灯器具をお使いの施設は必見！

マンション共用部マンション共用部

2025年７月10日版

●予算上限に達し次第受付終了する事業が含まれます。●「先行情報」に関しては、未定情報が含まれます。
●詳細条件に関しては、公募要項をご確認ください。●黄色のハイライトは新規追加情報です。

公募情報

L E D照明 の導入 に活用できるL E D 照 明 の 導 入 に 活 用 で き る

全国版

C4574-23
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東京都
江東区

令和7年度 【集合住宅用】 
江東区地球温暖化防止
設備導入助成事業

令和8年3月13日まで
LED照明
（既築の集合住宅の共用部分のみ）

【助成率】
設置に要する経費の10％

【上限額】
1件あたり50万円

●区内分譲マンションの管理組合
●区内に集合住宅を所有または
自ら集合住宅を取得しようとする
個人及び事業者（個人事業者含む。

東京都
港区

管理組合等向けLED照明 2026年1月30日まで
省エネルギー診断で
指摘を受けたLED照明の導入補助

【補助率】
設置に要する経費÷4

【上限額】
管理組合等100万円

区内の管理組合等であること（賃
貸物件は不可）
※マンション省エネ診断受診必須

東京都
港区

人感センサー付照明
（管理組合のみ）

2026年1月30日まで

※管理組合等向けLED照明との
併用可能。

省エネルギー化を目的として、次の
１）又は２）の方法で、照明に人感セン
サー（照明の照度を自動制御できる
もの）の導入

１）人感センサー付照明を新設又は既
存照明器具との交換（電球等の照明
器具のみの交換を除く）

２）既存照明器具への人感センサー
装置の取付

【補助率】
設置に要する経費÷2

【上限額】
管理組合等25万円

管理組合等

東京都
荒川区

令和7年度新エコ助成事業 令和8年2月27日まで
直管型LED照明器具
（改修のみ対象）

【助成率】本体費用の1/2

【限度額】
〈区内業者から購入した場合〉
35万円

〈区外業者から購入した場合〉
30万円

●事業所を有する方または集合
住宅を所有する方

●荒川区内集合住宅の管理組合

東京都
新宿区

令和7年度新宿区
省エネルギー及び創エネル
ギー機器等補助制度
（個人住宅・集合住宅
・事業所）

令和8年3月31日まで

施工経費（機器等の設置又は施工に
要した消費税抜きの経費）機器本体、
部材及び架台の購入、取付け工事並
びに施工に関する費用。

●集合住宅：共用部LED照明

＜集合住宅＞
【補助率】施工経費の50%

【上限額】30万円

●集合住宅：
区内に集合住宅を所有又は借り受
け、当該住宅に補助対象機器等を
設置した中小企業者等又は管理組
合等

東京都
杉並区

集合住宅及び事業所等
におけるLED照明機器
切替助成

令和8年2月27日まで

●機器本体、切替に必要な関連部材
の購入費、切替に必要な工事費用

●ベースライト、ダウンライト、シーリ
ングライト、スポットライト、直管型そ
の他これらに類するもの

●LED 誘導灯
●LED 非常灯

【助成率】
機器本体、切替に必要な関連
部材の購入費、切替に必要な
工事費用の合計額の50％

【限度額】30万円

杉並区内の集合住宅の共用部分
に、対象機器を自ら購入し設置す
る方（個人、法人、管理組合等）

東京都
足立区

集合住宅・事業所等
LED照明設置費補助金

(事前申請)
令和8年1月30日まで

機器本体及び部材の購入
および設置工事に要する費用

【補助率】
補助対象経費の1/3に
相当する額

【上限額】30万円

足立区内の集合住宅の管理者（集
合住宅の所有者、分譲マンション
管理組合の理事長）

東京都
台東区

再生可能エネルギー
機器等助成金（住宅向け）

随時

共同住宅共用部用LED照明改修。

（1）直管型LEDランプ

（2）直管型以外のLEDランプ

※LED誘導灯及び非常灯は「LED照
明導入に関する確認書」の要件に当
てはまるものが対象

【助成率】改修費用×50％

【上限額】75万円

区内の住宅（店舗併用を含む）に、
対象機器を設置しようとする個人、
法人又は集合住宅の管理組合等

東芝ライテック株式会社 C4574-23https://www.tlt.co.jp/

※本資料は、各補助金の公募内容に基づいて作成しております。 ※紙面のスペースの関係上、受付終了日まで1週間となっている事業を除いて掲載。
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東京都
中央区

令和7年度
自然エネルギー及び
省エネルギー機器等導入費
助成金（共同住宅用）

令和7年4月1日から
＜省エネルギー機器等＞
LEDランプ

＜共同住宅＞
LEDランプ

【助成率】
導入費用の20%

【限度額】30万円

2） 区内に賃貸共同住宅を所有し
ている方（区民）
3）区内に賃貸共同住宅を所有し
ている中小企業者等
4） 区内の分譲共同住宅の管理組
合

東京都
品川区

住宅改善工事助成事業
(エコ＆バリアフリー
住宅改修)

令和8年1月30日まで

＜既存の住宅に対して行うリフォー
ム工事で、次に掲げるもの＞

エコ住宅改修
1： LED照明器具設置

【助成率】
工事費用の10%

【上限額】100万円

●マンション管理組合
●賃貸住宅個人オーナー

東京都
豊島区

令和7年度
豊島区エコ住宅
普及促進費用助成金
(集合住宅共用部分)

令和8年3月2日まで LED照明器具

【補助率】
機器設置費用の1/5

【上限額】20万円

●区内に居住する個人又は管理
組合等
●区内に賃貸集合住宅を所有す
る個人もしくは区内の分譲集合住
宅の管理組合等で、機器を購入設
置した者であること

東京都
北区

再生可能エネルギー
及び省エネルギー機器等
導入助成（令和7年度）
【管理組合等用】

令和8年2月27日まで LED誘導灯器具、LED照明器具

【助成率】
助成対象経費の20％

【限度額】100万円

管理組合等

東京都
墨田区

地球温暖化防止設備
導入助成制度（令和7年度）

令和8年2月27日まで 直管型LED照明器具

【補助率】工事費用の1/2

【上限額】
戸建3万円
分譲マンション15万円

区内にある建築物の所有者（個人、
マンションの管理組合、中小企業
者、学校法人、社会福祉法人、医療
法人等）

東京都
文京区

令和7年度
文京区新エネルギー・
省エネルギー設備設置費助成

●前期：
令和7年9月30日まで

●後期：
令和7年10月1日から
令和8年3月2日まで

LED照明器具等

●既存集合住宅の共用部分において、
既存のLED以外の照明器具等を、新
品のLED照明器具等に替えて設置す
ること。

●設置工事を伴うものであること。

【限度額】
100万円

【助成率】
助成対象経費の実支出額に
1/2を乗じて得た額

個人、管理組合等

東京都
国立市

国立市
住宅省エネルギー化補助制度

令和8年3月31日まで

●集合住宅共用部の照明のLED化
改修工事

●分譲マンションの共用部分の照明
をLED照明以外からLED照明に改
修する工事であること

【補助率】施工費用の20％

【上限額】200,000円

市内の分譲マンション等の管理組
合

東京都
小平市

令和7年度
省・創・蓄エネルギー機器等
設置モニター助成

令和8年3月31日まで
LED照明：
既存の照明の改修・買替が対象

【補助率】
設置工事を伴う場合
設置費用の1/2

【上限額】
5万円、
電球購入のみの場合 1万円

（3）所有している市内の共同住宅
の共用部分に機器等を設置した個
人又は法人その他の団体の代表
者
（4）管理する市内の共同住宅の共
用部分に機器等を設置した管理組
合の代表者

東京都
多摩市

多摩市
集合住宅共用部
LED照明機器切替補助金

令和8年1月30日まで
LED照明機器
LED非常灯器具
LED誘導灯器具

【補助率】
切替工事費用の50％もしく
は一管理組合に居住する戸あ
たり6,000円のいずれか小
さい額

【上限額】120万円

多摩市内の分譲集合住宅の共用
部分に対象機器を自ら購入し設置
する管理組合等所有者又は共有
部分を管理する者

東京都
西東京市

令和7年度
LED照明器具買い換え
助成金

令和8年1月31日まで

●自らが居住する住宅、または所有
する集合住宅の共用部分（廊下、ロ
ビーや集会室等）や居住部分に設置
されている蛍光灯照明器具をLED
照明器具に買い換えた方に対して助
成

●LED照明器具本体の
購入費用のみ。

１台あたり5,000 円以上の
購入で一律 2,500 円の助成

管理組合

※本資料は、各補助金の公募内容に基づいて作成しております。 ※紙面のスペースの関係上、受付終了日まで1週間となっている事業を除いて掲載。

東芝ライテック株式会社 C4574-23https://www.tlt.co.jp/



●外観・仕様は改良のため変更することがありますのでご了承ください。●商品の色は印刷の具合で実物とは若干
異なる場合があります。●無断で複製、転載、流用はご遠慮いただけますようお願いいたします。掲載内容は、
2025年７月現在のものです。

東芝ライテック株式会社

https://www.tlt.co.jp/

全国のLED照明に関する
補助金情報はコチラ

補助金 東芝ライテック

必要な
書類は？

C4574-23

エリア 補助金名称 申請受付期間 補助対象内容 補助率・上限額 対象者

千葉県
松戸市

住宅用省エネルギー設備の
設置に関する補助金

令和8年2月27日まで
集合住宅共用部のLED照明：設備本
体の購入費及び設置工事費

【補助率】
補助対象経費×1/4

【上限額】30万円

補助対象設備を設置する市内のマ
ンション等のマンション管理組合
又は所有者。

大阪府
高槻市

令和7年度
集合住宅省エネルギー改修
補助金事業

令和7年12月26日まで

１．共用部分の照明設備をLED照明
に改修するもの
（ただし、以下の2から5のいずれか
と同時に実施する場合のみ）

２．高反射率塗装を用いて塗装する
もの
３．窓を二重窓または複層ガラスに
改修するもの
４．壁または屋上を断熱改修するも
の
５．太陽光発電等の自然エネルギー
設備を導入するもの

【補助率】設置費等の1/3

【上限額】100万円

高槻市内の集合住宅に省エネル
ギー改修等を実施する管理組合
等 又は 建築物所有者

山口県
下関市

下関市集合住宅管理者・
中小企業者等
LED照明設備導入促進事業

令和7年7月1日から

●集合住宅共用部分や中小企業者等
の事業所における照明設備LED化
の費用の一部を補助。

●設備費、 工事費

【補助率】
補助対象経費に1/2

【上限額】50万円

●市内に住所を有する集合住宅
管理者

●市内に事業所（個人事業主の場
合は、市内に住所及び主たる事業
所）のある中小企業者等

※本資料は、各補助金の公募内容に基づいて作成しております。 ※紙面のスペースの関係上、受付終了日まで1週間となっている事業を除いて掲載。
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